
中小企業生産性革命推進事業
について

令和３年５月
中小企業庁 技術・経営革新課
中小企業庁 小規模企業振興課

商務・サービスＧ サービス政策課



中小企業生産性革命推進事業の概要

①補助事業の一体的かつ機動的な運用

②先進事例や支援策の周知・広報
上記以外の支援策も含め、生産性向上に関する中小企業の先進事例を収集し、HP等で広く情報発信

③相談対応・ハンズオン支援
制度対応に係る相談に応じ、事業計画の策定段階から、国内外の事業拡大等にかかる専門家支援やIT化促進支援を提供

• 中小企業は、人材不足等の構造変化に加え、働き方改革や被用者保険の適用拡大、賃上げ、
インボイス導入など複数年度にわたり相次ぐ制度変更への対応が必要。

• このため、中小企業基盤整備機構が複数年にわたって中小企業の生産性向上を継続的に支援
する「生産性革命推進事業」を創設し、設備投資、IT導入、販路開拓等の支援を一体的かつ
機動的に実施。 ※予算のミシン目は設けず、柔軟に配分し、執行。

• 本事業の中心となる補助事業については、通年で公募し、３～４ヶ月おきに複数の締め切りを設
けることで、十分な準備の上、都合のよいタイミングで申請・事業実施することが可能に。

支援内容

 ものづくり補助金
中小企業等による新商品・サービス開発、プロセ

ス改善のための設備投資等を支援

補助額（原則） 100万~1,000万円
補助率 中小 1/2 小規模 2/3 

 IT導入補助金
中小企業等によるバックオフィス効率
化等のためのＩＴツール導入を支援

補助額 30万~450万円
補助率 1/2

 持続化補助金
小規模事業者等による販路

開拓等を支援

補助額 ～50万円
補助率 2/3

※今回から、新たに賃上げにかかる申請要件を追加し、積極的な賃上げや被用者保険の任意適用に取り組む事業者を優先的に支援。
※令和２年度第３次補正予算において、社会経済の変化に対応したビジネスモデルへの転換を行う事業者に対して、補助率や補助上限を引き上げた
「低感染リスク型ビジネス枠」を創設。

令和元年度補正予算（3,600億円）
令和２年度補正予算（(一次)700億円＋(二次)1,000億円＋ (三次) 2,300億円）
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ロジックモデル

経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分

予算
[R02補正]400,000
[R01補正]360,000
（単位：百万円）

中小機構
運営費交付金

補助事業の一体的か
つ機動的運用による
中小企業の生産向
上
・ものづくり・商業・サービス
生産性向上促進事業
（ものづくり補助金）によ
る革新的なサービス開発・
試作品開発・生産プロセ
スの改善に資する設備投
資支援
・小規模事業者持続的
発展支援事業（持続化
補助金等）による販路
開拓支援
・サービス等生産性向上
IT導入支援事業（IT導
入補助金）によるバックオ
フィス効率化のためのIT
ツールの導入支援
・各支援策の周知・広報、
専門家による相談支援を
実施

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ）

（ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

中小企業全体の付
加価値額及び労働
生産率の向上
[測定指標]
• 中小企業の従業員
一人当たりの付加価
値額を今後５年間
（2025年まで）で
５％向上させる。

（令和2年度成長戦略
フォローアップにおける
KPI）

中小企業の生産性
向上を図るため、設
備投資、販路開拓、
IT導入等に対する
支援を複数年にわ
たって実施
[測定指標]
補助事業の採択件数
ものづくり補助金
【R4見込】10,000件
【R3見込】15,000件
【R2実績】12,866件
持続化補助金等
【R4見込】34,000件
【R3見込】147,000件
【R2実績】96,882件
IT導入補助金
【R4見込】10,000件
【R3見込】35 ,000件
【R2実績】27,840件
[測定指標]
専門家による相談支援
件数
【R2実績】9,901件

担当課： 中小企業庁経営支援部 技術・経営革新課、小規模企業振興課
商務・サービスグループ サービス政策課

補助事業者全体の付加価値額、
給与支給総額、労働生産性の
向上
[測定指標]
補助事業者全体の労働生産性
【R7目標】年率平均2％以上の向上
[測定指標]
補助事業者全体の給与支給総額
【R7目標】年率平均1％以上の向上
[測定指標]
ものづくり補助金の補助事業者のうち、
事業終了後３年で、付加価値額年率
平均＋３％以上及び給与支給総額
年率平均＋1.5％以上を達成する事
業者割合
【R5目標】 65％以上

[測定指標]
持続化補助金等の補助事業者のうち、
事業終了後1年で、販路開拓につな
がった事業の割合
【R3目標】 80％以上

[測定指標]
IT導入補助金の補助事業者のうち、
事業終了後3年以内に、労働生産性
【R5目標】 年率平均3%以上の向上

事業名：中小企業生産性革命推進事業
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支援
スキーム

事業類型

ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業（ものづくり補助金）の概要
• 中小企業等による新商品・サービス開発、生産プロセス改善のための設備投資等を支援する事業として、令和元年度補正予算
で措置。令和二年度第１次・２次補正予算において、新型コロナウィルス感染症の影響を乗り越えるための前向きな投資を行う
事業者に対する「コロナ特別枠」を創設し、補助率を引き上げて支援（令和２年12月に公募終了）。
第３次補正予算では、コロナ特別枠を新特別枠（低感染リスク型ビジネス枠）に改編し、令和３年２月から公募を開始。

• 本事業に取り組む事業者は、3年～5年の事業計画期間に、①付加価値額年率平均３％以上の向上、②給与支給総額年
率平均1.5％以上の向上、を目指すことが条件。

• 事業者ごとに補助事業の成果が発現するタイミングは異なることから、中間的アウトカムを設定することが事業成果を適切に反映し
ているとはいえない。このため、補助事業終了後、毎年事業化状況の報告を求め、事業化の進捗や付加価値額等の達成状況を
把握し、継続的に事業の効果分析を実施する。

中小企業・小規模事業者が実施する設備投資に係る費
用の一部を補助

事業概要

補助事業終了後５年目
予算額 1,400億円

事業化状況回答者数 13,263 者
事業化達成率 69.3％

付加価値額が増加した事業者におけ
る付加価値額増加分

14,502億円

（参考）平成25年度採択事業者の付加価値額増加

通番 成果目標 指標

① 補助事業（プロセス改善）のうち事業終了後5年で事業化を達成 80％超

② 補助事業（新製品・サービス開発）のうち事業終了後5年で事業化を
達成 50％超

③ 事業終了後5年間で、付加価値額年率平均+3％以上及び給与支給
総額年率平均+1.5%以上 65%超

アウトカム指標
中小機構

補助
・
定額

国

①一般型
(1)通常枠
：新製品・新サービスの開発、生産プロセスの改善に必要な設備投資及び試作
品開発を支援。
補助上限額：1,000万円 補助率：中小 1/2以内 小規模 2/3以内
(2）低感染リスク型ビジネス枠
：対人接触機会の減少に資する製品開発や生産プロセス等の改善に必要な設
備投資、システム構築を支援
補助上限額：1,000万円 補助率： 2/3以内
②グローバル展開型【新設】
：海外事業（海外拠点での活動を含む）の拡大・強化等を目的とした設備投
資及び試作品開発を支援。
補助上限額：3,000万円 補助率：2/3以内
③ビジネスモデル構築型【新設】
：30社以上の中小企業に対して革新的なビジネスモデル構築・事業計画策定
を支援。 補助上限額：1億円

効果分析（年次の事業化状況報告の作成）は、事業者ごとの事業年度にも考慮し、補助事業終了から
１年後（令和２年度採択事業の場合、令和４年４～６月）を目安に５年間実施。

全国中小企業団
体中央会

運営費交付金

中小企業等
補助

補助事業にかかる公
募、審査、採択、検
査、支払等の事務を
実施

採択実績
一般型： 12,756件
グローバル展開型： 92件
ビジネスモデル構築型： 18件 ※１次～5次公募までの実績
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ものづくり補助金の実績・政策効果向上のための新たな取組等
• ものづくり補助金は、平成24年度補正予算で創設されて以来、その時々の経済課題に対応するために毎年度措置されており、こ
れまでに延べ８万者以上の設備投資を支援。後発で創設された「ものづくり・商業・サービス高度連携促進事業」、「事業再構築
補助金」とは事業目的が異なり、専用ポータルサイトやミラサポplusを活用し、中小企業に対して分かりやすい広報を実施。

• 令和元年度事業から、政策効果を向上させることを目的として、新たなKPIの設定、補助要件及び加点要件等の見直しを実施。
要件未達の場合には補助金の一部返還を求めることも要件化。EBPMの取組も積極的に推進し、成果の最大化を追求する。

ＫＰＩ

【事業ＫＰＩ】 プロセス改善：事業化率８０％、
新製品・サービス開発：事業化率５０％(※)
（注）定義「製品が継続的に販売されていること」

【企業ＫＰＩ】 付加価値額年率３％以上及び給与支給総額年率１．５％
以上を達成する事業者割合： ６５％
補助事業者全体の付加価値額：年率３％
補助事業者全体の給与支給総額：年率１．５％

【達成年限】 補助事業終了後３年
※）事業化率50%目標以外は、令和元年度に新たに設定

事業
期間

事業計画期間 ：３～５年（１年目が補助事業実施年）
フォローアップ期間 ：補助事業終了後５年間

※毎年度４月～６月に事業化状況報告を提出

申請
要件

・付加価値額年率平均３％向上を達成する事業計画
・給与支給総額年率平均１．５％向上及び地域別最低賃金＋３０円を達成す
る計画を従業員へ表明

※）いずれも令和元年度に新たに設定

賃上げ
関連加
点項目

• 「給与支給総額年率平均２％向上及び地域別最低賃金＋６０円」又は「給与
支給総額年率平均３％向上及び地域別最低賃金＋９０円」を達成する計画
を従業員へ表明

• 被用者保険の適用拡大を制度改革に先立って実施
※）いずれも令和元年度に新たに設定

返還
要件

• 申請時点で、賃上げ計画を従業員へ表明していない場合は全額返還
• 事業計画終了時点で給与支給総額要件が未達の場合、「残存簿価等×補助
金額／実際の購入金額」を返還（天災等の場合は免除。）

• 毎年度末時点で最低賃金要件が未達の場合「補助金額／計画年数」を返還
（天災等の場合は免除）

※）いずれも令和元年度に新たに設定
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採択数（右目盛り） 予算額（左目盛り）
※R1は中小企業生産性革命推進事業3,600億円の内数

(億円) (件数)

 事業再構築補助金（令和二年度第３次補正予算で創設）
・ポストコロナ・ウィズコロナ時代の経済社会の変化に対応する新分野展開、
事業・業種転換、業態転換等の取組を支援。
・事業拡大につながる有形・無形の事業資産が支援対象であり、ものづくり補
助金では対象としていない建物費、研修費、 広告宣伝費・販売促進費を
補助対象とし、取組の規模に応じて100万円～最大1億円まで支援。

 ものづくり・商業・サービス高度連携促進事業（令和元年度当初予算で創設）
・複数の事業者が連携する波及効果の大きい取組を重点的に支援。
・個社単独応募は不可。補助上限額は、１連携体で最大1億円。

当初予算事業等との支援目的の違い

ものづくり補助金の予算額・採択数推移

※

新たなKPIの設定

4



支援
スキーム

事業類型

(1)持続化補助金
①通常枠
商工会・商工会議所の助言を受け作成した経営計画を基に実施する
地道な販路開拓を支援
補助上限額：50万円 補助率：2/3以内

※産業競争力強化法に基づく特定創業支援等事業を受けた事業者は上限100万円

②低感染リスク型ビジネス枠
対人接触機会の減少と事業継続を両立させる新たなビジネスやサービス、
生産プロセスの導入等に関する取組を支援
補助上限額：100万円 補助率：3/4以内

(2)共同・協業販路開拓支援補助金
地域振興等機関による複数の中小企業・小規模事業者等の商品展開力・
販売力の向上を図る取組を支援
補助上限：5,000万円 補助率：原則2/3以内

• 地域の雇用や産業を支える小規模事業者の持続的発展のため、商工会・商工会議所等と一体となって行う販路開拓や地域振
興等機関が複数の中小企業・小規模事業者の販路開拓を支援する事業として、令和元年度補正予算で措置。令和二年度第
１次・２次補正予算において、新型コロナウィルス感染症の影響を乗り越えるため、非対面型のビジネスモデルの転換等に取り組
む小規模事業者に対する「コロナ特別枠」を創設し、補助上限・補助率を引き上げて支援（令和２年12月に公募終了）。
第３次補正予算では、コロナ特別枠を新特別枠（低感染リスク型ビジネス枠）に改編し、令和３年３月から公募開始。

• 本事業では、事業終了後1年で販路開拓に繋がった事業者の割合が80%以上になることを目指している。
• 補助事業終了から1年後に事業効果に関する報告を求め、事業の進捗状況や成果、売上高等の状況を把握し、事業の効果
分析を実施する。

小規模事業者等の販路開拓に係る費用の一部を補助事業概要

アウトカム指標

効果分析（事業効果の報告の作成）は、補助事業終了から１年後に実施（令和２年度第1回採択事
業（事業終了：令和3年2月）の場合、令和４年３月中に事務局に報告） 。

採択実績
持続化補助金 通常枠 ：26,826件 ※1次～3次公募までの実績

コロナ特別枠 ：69,919件 ※1次～5次公募までの実績
共同・協業販路開拓支援補助金： 137件 ※1次～2次公募までの実績
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小規模事業者持続的発展支援事業（持続化補助金等）の概要

成果目標 指標

補助事業終了後1年で販路開拓に繋がった事業者の割合 80％以上

①取引先・顧客の動向 ②売上の動向

新規取引先・顧客
を獲得（客数増
加）する見込み

38.5%

新規取引先・
顧客を獲得
（客数増加）

59.0%

今後、売上が増
加する見込み

45.1%

売上が増加
50.8%

今後も、売上が増加す
る見込みがない

4.1%

今後も、新規取引先・
顧客を獲得（客数増
加）する見込みがない

2.5%

（参考）平成27年度 持続化補助金採択事業者の取組成果

中小
機構

補助
・
定額

国
【補助金事務局】
全国商工会連合会
日本商工会議所

公募、審査、採
択、支払、相談対
応等の事務を実施

運営費
交付金

小規模事業者国

商工会・商工会議所

補助

計画策定、事業の伴走支援

地域振興等機関

複数の中小企業・
小規模事業者

商品展開・販売力向上支援

(1)持続化補助金

(2)共同・協業販路開拓補助金

※共同・協業販路開拓補助金の
事務局は、全国商工会連合会



持続化補助金等の実績・政策効果向上のための新たな取組等
• 持続化補助金等は、平成25年度補正予算で創設されて以来、その時々の経済課題に対応するために毎年度措置されており、こ
れまで延べ16万者程度の販路開拓を支援。全国各地の商工会・商工会議所等による広報や経営計画の作成に関するサポート
等により、経営力が比較的脆弱な小規模事業者に対する伴走型の支援を実施している。

• 令和元年度事業から、政策効果を向上させることを目的として、新たなKPIの設定や加点要件等の見直しを実施。補助事業終
了後の成果報告の定着によるEBPMの取組も積極的に推進し、成果の最大化を追求する。

ＫＰＩ

【事業ＫＰＩ】
販路開拓に繋がった事業者の割合：８０％以上
【達成年限】
補助事業終了後１年

事業期間
事業計画期間 ：約１年
フォローアップ期間 ：補助事業終了後１年

申請要件

(1)持続化補助金
・小規模事業者
・商工会・商工会議所からの助言を受けて経営計画を
作成すること 等

(2)共同・協業販路開拓支援補助金
・１０以上の中小企業・小規模事業者を支援すること 等

賃上げ関連
加点項目

「給与支給総額年率平均1.5％以上（3.0%以上）」
又は「地域別最低賃金＋３０円（+６０円）」を達成
する計画を作成し、従業員へ表明していること

（※）令和元年度に新たに設定

新たなKPIの設定
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(億円) (件数)持続化補助金等の予算額・採択数推移

補助額・補助率・採択件数の推移
予算額 補助上限額※1 補助率※1 採択件数

平成25年度補正 66億円 50万円、100万円（雇用対策等） 2/3 13,442

平成26年度補正 166億円 50万円、100万円（買い物弱者対策等） 2/3 33,958

平成27年度補正 77億円 50万円、100万円（海外展開等） 2/3 14,598

平成28年度補正 120億円 50万円、100万円（賃上げ等） 2/3 22,996

平成29年度補正 100億円 50万円、100万円（賃上げ等） 2/3 18,363

平成30年度補正 200億円 50万円、100万円（創業支援等） 2/3 30,059

令和元年度補正
令和2年度①②補正※2

3,600億円の内数
1,700億円の内数

50万円、100万円（創業支援等）
100万円、150万円（特定事業者等）

2/3
3/4

26,963
69,919

※R1は中小企業生産性革命推進事業3,600億円の内数
※コロナ特別枠の採択数除く

※1 共同・協業販路開拓支援補助金は、上限：2,000～5,000万円、補助率：原則2/3以内。
※2 コロナ特別枠の実績
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サービス等生産性向上IT導入支援事業（IT導入補助金）の概要
• 中小企業等による労働生産性の向上を目的として、業務効率化やＤＸに向けて行うITツール（ソフトウェア、アプリ、サービス
等）の導入を支援する事業として、令和元年度補正予算で措置。令和二年度第１次・２次補正予算において、新型コロナウィ
ルス感染症の影響を乗り越えるための前向きな投資を行う事業者に対する「コロナ特別枠」を創設し、補助率を引き上げて支援
（令和２年12月に公募終了）。第３次補正予算では、さらなるDXを推進するためコロナ特別枠を新特別枠（低感染リスク
型ビジネス枠）に改編し、令和３年４月から公募を開始。

• 本事業を実施することによって、労働生産性の伸び率の向上について、1年後の伸び率が3％以上、3年後の伸び率が9％以上を
目指すことが条件。（※一部の類型においては給与支給総額年率平均1.5％以上の向上も条件となっている。）

• 補助事業終了後、毎年事業実績の報告を求め、労働生産性等の達成状況を把握し、継続的に事業の効果分析を実施する。

中小企業・小規模事業者が実施するITツールの導入に
係る費用の一部を補助

事業概要

（参考）平成28年度採択事業者の労働生産性の向上実績

成果目標 指標

補助事業終了後3年で労働生産性を年率3％以上向上を達成 3％以上

アウトカム指標

(1)通常枠：労働生産性を向上させるITツールの導入を支援。
A類型：補助額：30万円～150万円 補助率： 1/2以内
B類型：補助額：150万円～450万円 補助率： 1/2以内

(2）低感染リスク型ビジネス枠：複数のプロセス（販売管理と労務など）を
非対面化・連携し、一層の生産性向上を図るITツールの導入を支援
C類型：補助額：30万円～450万円 補助率： 2/3以内
D類型：補助額：30万円～150万円 補助率： 2/3以内

※さらにそれぞれの類型ごとに以下の要件を満たす必要がある。
C類型：異なる業務プロセス間での情報連携を行うもの
D類型：テレワーク環境の構築に資するクラウド対応ツールであること

効果分析（年次の事業化状況報告の作成）は、事業者ごとの事業年度にも考慮し、補助事業終了から
１年後（令和２年度採択事業の場合、令和４年４～5月）を目安に３年間実施。

採択実績
一般枠： 6,659件
特別枠： 21,181件
※IT導入補助金2020（令和元年度、令和2年度1次・2次）の実績
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IT導入補助
金事務局
（一般社団法人
サービスデザイン推進

協議会）
制度の構築、申請
内容の確認、検査を
行う

＜パートナーシップ＞

IT導入支援事業者
申請者／補助事業者に対してITツールを販売し、サポートを行う
IT導入補助金事務局に事業者登録・ITツール登録を行う

補助金申請者
(中小企業・小規模事業者等)
補助金申請・審査・採択・交付決定を経て、ITツールの契約・購
入を行い、補助金を受け取る

各種指導

補助金交付

補助金申請

・ITツールの購入
・補助金申請の相談
・補助事業支援要請
・アフターサポート要請

・ITツールの販売
・補助金申請サポート
・補助事業支援
・アフターサポート

IT導入支援事業者登録
ITツール登録

中小
機構

補助
・
定額

国

運営費
交付金

業務プロセス

①顧客対応・販売支援、②決済・債権債務・資金回収管理、③調達・供給・在庫・物流、
④会計・財務・経営、⑤総務・人事・給与・労務・教育訓練・法務・情シス、⑥業務固有プロセス、
⑦汎用・自動化・分析ツール
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IT導入補助金の実績・政策効果向上のための新たな取組等
• IT導入補助金は、平成28年度補正予算で創設されて以来、補助事業の実績を踏まえて制度変更を行いながら毎年度措置さ
れており、これまでに延べ11万者以上のITツールの導入を支援。制度創設当初から申請・報告を電子化することで、中小企業に
対して効果報告等のコストを下げる等の工夫を行っている。

• 令和元年度事業から、政策効果を向上させることを目的として、新たなKPIの設定、補助要件及び加点要件等の見直しを実施。
要件未達の場合には補助金の一部返還を求めることも要件化。EBPMの取組も積極的に推進し、成果の最大化を追求する。

ＫＰＩ
・労働生産性の伸び率の向上について、1年後の伸び率が3％以上、3年後の伸び率
が9％以上
【達成年限】 補助事業終了後３年

※）令和元年度に新たに設定

事業
期間

事業計画期間 ：３年（１年目が補助事業実施年）
フォローアップ期間 ：補助事業終了後３年間

※毎年度４月～5月に事業実績報告を提出

申請
要件

・労働生産性年率平均３％向上を達成する事業計画
・給与支給総額年率平均１．５％向上及び地域別最低賃金＋３０円を達成する計
画を従業員へ表明
※給与支給総額、最低賃金要件はB類型および特別枠のうち300万円以上の申請の
み
※被用者保険の適用拡大の対象となる中小企業・小規模事業者等が制度改革に先立
ち任意適用に取り組む場合は給与支給総額年率平均１％以上

※）いずれも令和元年度に新たに設定

賃上げ
関連加
点項目

• A類型、特別枠のうち300万円未満の申請事業者が、「給与支給総額年率平均１．
５％向上及び地域別最低賃金＋３０円」を達成する計画を従業員へ表明

※）いずれも令和元年度に新たに設定

返還
要件

• 申請時点で、賃上げ計画を従業員へ表明していない場合は全額返還
• 事業計画終了時点で給与支給総額要件が未達の場合、全額返還（天災等の場
合は免除。）

• 毎年度末時点で最低賃金要件が未達の場合「補助金額／年数」を返還（天災等
の場合は免除）

※）いずれも令和元年度に新たに設定

(億円) (件数)IT導入補助金の予算額・採択数推移
新たなKPIの設定
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※R1は中小企業生産性革命推進事業3,600億円、1,700億円の内数

補助額・補助率・採択件数の推移
予算額 補助額 補助率 採択件数

平成28年度②補正 100億円 20万円～100万円 ２/３ 14,301件

平成29年度補正 500億円 15万円～ 50万円 １/２ 62,893件

平成30年度②補正 100億円 40万円～450万円 １/２ 7,386件

令和元年度補正
令和2年度①②補正

3,600億円の内数
1,700億円の内数 30万円～450万円 1/2

2/3,3/4
6,659件
21,181件



参考資料



ものづくり補助金の概要
• 中小企業等による新商品・サービス開発、生産プロセス改善のための設備投資等を支援。
• 令和二年度第１次・２次補正予算として、新型コロナウィルス感染症の影響を乗り越える
ための前向きな投資を行う事業者を「コロナ特別枠」で補助率を引き上げて支援（令和２
年末に公募終了）。

• 第３次補正予算では、コロナ特別枠を新特別枠（低感染リスク型ビジネス枠）に改編し、
令和３年２月から公募を開始。

10

補助対象：中小企業、個人事業主、企業組合、商工組合 等

対象経費：設備費、システム購入費、技術導入費、外部専門家経費 等

補助上限：1,000万円

補助率 ：・令和元年補正 【通常枠】 中小企業 １／２、 小規模事業者 ２／３
一般型、グローバル展開型（海外）、ビジネスモデル型（30社以上連携）

・令和二年度第１次・２次補正
【コロナ特別枠】A類型 ２／３、 B類型及びC類型 ３／４
補助対象経費の１／６以上が、以下いずれかの要件に合致する投資であること。
Ａ類型：サプライチェーンの毀損への対応、Ｂ類型：非対面型ビジネスモデルへの転換
Ｃ類型：テレワーク環境の整備

・令和二年度第３次補正
【低感染リスク型ビジネスモデル枠】 上記Ａ、Ｂ、Ｃ類型を新特別枠に改編 ２／３



採択事例
まるは（愛知県、飲食業・宿泊業）

・魚介類を中心とする飲食店「まるは食堂」や宿泊施
設を経営。エビフライが名物。コロナウイルスの影響で、
飲食店、宿泊施設とも大幅に売上が減少。

・ものづくり補助金を活用し、テイクアウト・デリバリー
部門を強化すべく、IT投資、設備投資を実施。

・具体的には、販売代理店との間で、「注文→調理
→会計」を行う情報システムを構築し、労働生産性
向上を図る。また、テイクアウト・デリバリー専用のホー
ムページを立ち上げ、売上拡大を目指す。真空包装
機、特殊冷蔵庫を導入し品質向上を実現する。

コアフューテック（神奈川県、製造業）
・将来、医療機関、介護施設における看護・介護職員
の不足の見通し。医療・介護の現場の課題に対してＩ
Ｔ技術を使った支援を模索。

・ものづくり補助金を活用し、得意分野を持つ２社の中
小企業が合併し、ＩＴに関する強みを活かして、非接
触型の患者見守りシステムを開発。自治体、大学と連
携しつつ、大企業が有する要素技術も活用。

・施設からフィードバックを受けながら、更なるシステムの改
善を進めている。また、先行して介護施設を中心に販
売し、医療機関、家庭などへの販売戦略を練り、今後
販促活動を本格化する。

11



ものづくり補助金の効果分析（2021年版「中小企業白書」より）
 中小企業政策審議会制度ワーキンググループにおいて、支援策を活用した企業の変化の因果関
係を明らかにする検証の一環として、ものづくり補助金に採択された企業と、属性が類似する採択
されていない企業を比較して、補助金が売上高伸び率、従業員数の増加に与えた影響を分析。

 分析の結果、規模の小さい企業群を中心にプラスの効果が確認された。規模の大きい企業群
など、効果が統計的に優位となっていない部分については、サンプル数の問題や、補助上限の影響
など様々な理由が考えられる。

12（出典）TSRデータより作成

～5人 6～20人 21～50人 51～100人 101～150人151～300人301～500人 501人～

売
上
高
伸
び
率

2012年度補正予算事業の効果
（2012年→2018年）

係数 0.261*** 0.128*** 0.090*** 0.089*** 0.065** 0.055* 0.006 0.006
n 222 1900 2732 1814 756 698 124 48

2013年度補正予算事業の効果
（2013年→2018年）

係数 0.176*** 0.151*** 0.063*** 0.023 0.066** 0.016 -0.043 0.059
n 346 1868 2006 1170 432 342 76 28

2014年度補正予算事業の効果
（2014年→2018年）

係数 0.206*** 0.114*** 0.026 -0.031 0.023 0.051 0.018 0.031
n 278 1366 1262 608 208 158 38 22

2015年度補正予算事業の効果
（2015年→2018年）

係数 0.163*** 0.054** 0.044** 0.011 0.084* 0.028 0.108 0.749
n 194 788 620 270 116 96 26 4

従
業
員
数
の
増
加

2012年度補正予算事業の効果
（2012年→2018年）

係数 0.703** 2.51*** 2.33*** 7.58*** 2.08 -5.83 -19.6 20.6
n 222 1904 2746 1830 766 700 126 44

2013年度補正予算事業の効果
（2013年→2018年）

係数 0.948*** 1.57*** 2.24*** 2.68** -0.303 2.77 20.2 -16.6
n 348 1876 2010 1170 436 346 76 26

2014年度補正予算事業の効果
（2014年→2018年）

係数 1.42** 0.891*** 0.075 0.801 0.752 0.241 19.9 48
n 280 1370 1278 612 210 158 38 20

2015年度補正予算事業の効果
（2015年→2018年）

係数 0.282 0.527** 0.723 2.88 5.26 5.48 79.8*** -118.5
n 194 790 622 270 116 96 26 4

ものづくり補助金受給が売上伸び率・従業員数の増加に与えた影響（製造業・従業員規模別）

2012年度補正予算のものづくり補助金の採択企業をもとにPSmatchingを行い（2012年時点の属性がもの補助採択企業と似ている企業を抽出し）、
2012～2018年の売上高の伸びについて差があるか、Difference in Difference（差の差）の検定を実施。
他の対象年度や対象指標（従業員数の増加）についても同様の方法で分析。

（注）***は1%水準、**は５％水準、*は10%水準でそれぞれ統計的に有意な推計値
*がないデータについては、統計的には有意でない（効果があるとは言い切れない）



ものづくり補助金の定量的な成果
 ものづくり補助金の成果目標として、「事業終了後5年以内に事業化を達成した事業が、補助事
業完了件数の50％以上」と設定。事業終了後5年が経過した平成25年度補正では、69.8%
の事業者が事業化を達成。

 付加価値額についても、「年率3％の増加」という目標を上回って、順調に推移している。

（備考）事業化状況報告による。令和元年度末（令和2年3月末）時点の数字を、令和2年の間に報告を受けたもの。
（注１）対象事業者数は、補助事業を完了し、調査時点でも引き続き活動をしている事業者数であって、当該項目に回答をした事業者。
（注２）事業化達成は、「補助事業において、製品が完成し、製品の販売に関する宣伝等を行っていること」と定義。
（注３）対象事業者の補助金交付申請時の売上高総計と、調査時点の売上高総計を比較。
（注４）財務省『年次別法人企業統計調査』（令和元年度等）記載の数値より、資本金1億円未満の企業の売上高の（H25~R1）、（H26～R1）、（H27~R1）、

（H28~R1）、（H29~R1）の各期間における伸び率を計算し、記載。
（注５）対象事業者の補助金交付申請時の付加価値額（営業利益+人件費+減価償却費）総計と、調査時点の付加価値額総計を比較。

付加価値額全体に占める各要素の内訳は、毎年度とも人件費が7割強程度、営業利益・減価償却費がともに1割強程度である。
（注６）財務省『年次別法人企業統計調査』（令和元年度等）記載の数値より、付加価値の（H25~R1）、（H26～R1）、（H27~R1）、

（H28~R1）、（H29~R1）の各期間における伸び率を計算し、記載（大企業含む）。
（付加価値＝人件費＋支払利息等＋動産・不動産賃貸料＋租税公課＋営業純益）

ものづくり補助金による事業化達成状況（令和２年3月末時点）
事業終了後5年
H25年度補正

事業終了後4年
H26年度補正

事業終了後3年
H27年度補正

事業終了後2年
H28年度補正

事業終了後1年
H29年度補正

対象事業者数 13,263件 12,219件 7,525件 5,904件 11,418件

事業化達成事業者数（割合） 9,195件
（69.8%）

8,697件
（71.5%）

5,743件
（77.2%）

4,327件
（74.1%）

7,624件
（67.3%）

売上高総計の増加分(増加率)
※中小企業全体の売上高増加率

3兆3,929億円
（25.9%）
※1.1%

3兆2,833億円
（29.4%）
※▲0.6%

1兆8,190億円
（26.3%）
※▲0.3%

6,688億円
（16.9%）
※▲3.4%

6,147億円
（10.4%）
※▲8.9%

付加価値額総計の増加分
※中小企業全体の付加価値額増加率

1兆4,502億円
（36.5%）
※6.6％

9,659億円
（30.8%）
※3.5％

5,261億円
（28.2%）
※0.3％

2,811億円
（23.3%）
※▲1.4％

3,073億円
（17.6%）
※▲5.5％

補正予算額 1,400億円 1,020億円 1,021億円 763億円 1,000億円
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事業成果：KPIに基づく効果測定結果

これまでの採択事業者の事業化達成状況（令和２年3月末時点）

採択年度
H25

（補正）
事業終了後5年

H26
（補正）

事業終了後4年

H27
（補正）

事業終了後3年

H28
（補正）

事業終了後2年

H29
（補正）

事業終了後
1年

予算額 1,400億円 1,020億円 1,021億円 763億円 1,000億円

A.報告対象者数 13,263 件 12,219 件 7,525 件 5,904 件 11,418 件

B.事業化状況回答者数
(B/A)

13,180 件
(99.4%)

12,157 件
(99.5%)

7,438 件
(98.8%)

5,839件
（98.9%）

11,330件
（99.2%）

C.事業化達成事業者数
(C/B)

9,195 件
(69.8%)

8,697 件
(71.5%)

5,743 件
(77.2%)

4,327 件
(74.11%)

7,624件
（67.3%）

D.付加価値額が増加した
事業者数(D/B)

8,633 件
（65.5%）

7,639 件
(62.8%）

4,748 件
(63.8%）

3,537 件
(61.2%）

6,226件
（55.0%）

E.付加価値額が増加した事業者における付
加価値額増加分 14,502億円 9,659億円 5,261億円 2,811億円 3,073億円

14

 補助事業終了後、事業者から毎年事業化状況報告書の提出を求め、３～５年にわたっ
て継続的に事業化の進捗状況、付加価値額等の達成状況等を把握する。

 これまで、ものづくり補助金で採択された事業者の実績では、補助事業終了後１年で
半数以上が付加価値額を増加させるなど、成果があがっている。



応募事業者の業種と採択率
• 令和元年度補正事業（１～５次締切分まで）の応募事業者の事業分野の内訳をみる
と、 製造業が50％超を占めている。

• 採択率でも製造業が45.6％と最も高く、全業種の平均では30～40％程度の水準。
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採択事業者：従業員規模別分布
• ものづくり補助金の採択事業者の従業員規模をみると、従業員１人以上１０人未満の
事業者からの申請が最も多くを占める。

• 特に、直近の令和元年度補正事業３次募集の採択実績をみると、平成25年度補正と
比較して従業員数の平均値が47.0人から25.4人へと大幅に減少している。

16
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• 平成２５年補正事業の事業化状況報告のデータを業種別に集計。付加価値額
増加分を補助金の交付額で除して、補助金投入額に対する付加価値額の増加
率を算出。

• 従業員規模の大きな事業者は付加価値額増加の効果が高い傾向にある。他方、
従業員規模の小さい事業者では、事業化達成率は相対的に高いものの、付加
価値額の増加率は低水準の傾向にある。

採択事業者：従業員規模別の費用対効果分析
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不採択となった事業者の再申請状況

• ものづくり補助金では、不採択となった事業者の多くが、同年度内の次回公
募や翌年度以降の公募に応募申請をする傾向がみられる。

• 平成24年度補正1次公募で不採択となった事業者（13,455者）のうち43.1％
（5,795者）は、平成30年度補正までに採択されている。

1,835 

2,439 

1,366 
873 784 

1,279 1,088 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H24補正 H25補正 H26補正 H27補正 H28補正 H29補正 H30補正

平成２４年度補正（1次公募）で不採択となった事業者（13,455者）の再申請実績

申請数 採択数

（2次公募）

（注）同一事業者が複数年度で申請している場合も含む。
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RIETIによる分析：回帰分断デザインを用いた分析①

• 平成24年度補正と平成25年度補正の情報をRIETIに提供し、工業統計調査や民間財
務データ等を用いて、回帰分断デザイン（RDD）を用いた統計的な方法によって補助金の
採択事業者と非採択事業者を比較し、政策効果の有無を分析。

• 結果として、採択事業者と不採択事業者の間で統計的に有意な差は見られなかったことが
確認された一方で、手法や比較データにおける課題も指摘された。

回帰分断デザインのイメージ
※相関関係ではなく因果関係を推定 報告書「ものづくり補助金の効果分析：回帰不

連続デザインを用いた分析」
（令和２年6月 独立行政法人経済産業研究所）

「ものづくり補助金」採択事業者となったことによる従
業員1人当たりの付加価値額、従業員数、有形固
定資産額に対する統計的な有意な影響は見つけら
れなかった（正又は負の政策効果があるとは言い切
れない）。」（RIETI, 2020）
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RIETIによる分析：回帰分断デザインを用いた分析②

• RIETIが実施した平成24年度補正と平成25年度補正のデータを用いたRDDの
分析の報告書では、様々な限界があり、分析結果の解釈には慎重になる必要が
あると指摘されている。

RIETIの報告書内で示された課題

（１）採択ボーダーライン近傍の事業者の再審査結果が分析に反映されていないため、
RDDの厳密な適用が困難であること。

（２）分析に用いたアウトカム変数が工業統計調査の利用が可能な平成28年までにとど
まっており、さらに長いスパンで検証される必要があること。

（３）一度不採択になった事業者が次の公募で採択された場合や、他の補助金事業で採択
されている場合の影響が考慮されていないこと。

（４）都道府県毎に採否が決められていたことに伴い、カットオフの決定にあたって評価
点の標準化を行っていること。

（５）ものづくり補助金の事業者リストと工業統計調査のマッチ率が約５０％と低いこと
に加え、工業統計調査の対象となっていない従業者４名未満の小規模製造事業者や
サービス事業が分析に含まれていないこと。
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新たな取組：政策効果を向上させるための新たな取組

• 令和元年度事業より、補助要件及び加点要件の見直し、補助上限の引き上げを実施。
• 要件未達の場合には補助金返還を求めることを明確化するなど、引き続き、補助事業の成
果の向上に向けた改善を行い、成果の最大化を追求する。

（１）補助要件
① 事業場内最低賃金を地域別最低賃金＋30円の水準にすること。
② 事業計画期間３～５年で、「付加価値額年率３％の増加」、「給与支給総額を年率1.5％以上の

増加」を目指すことを要件に設定するとともに、事業計画終了時点で要件未達の場合は、補助金
の返還を求める。

（２）加点要件
① 「給与支給総額を年率平均２％以上増加させ、かつ、事業場内最低賃金を地域別最低賃金＋６０

円以上の水準にする計画を有し、従業員に表明している事業者」は、加点。
② 「給与支給総額を年率平均３％以上増加させ、かつ、事業場内最低賃金を地域別最低賃金＋９０

円以上の水準にする計画を有し、従業員に表明している事業者」は、さらに加点。

（３）補助上限の引き上げ
① 海外事業の拡大・強化を目的とした設備投資等を支援する「グローバル展開型」の事業類型を創

設し、補助上限額を最大3,000万円に引き上げ。
21



（参考）ものづくり・商業・サービス高度連携促進事業 支援事例
採択事例（サプライチェーン効率化型）

【※補助事業実施中】
 製造業オープン連携プラットフォーム構築による

生産性向上

幹事企業名：（株）タガミ・イーエクス （石川県）
連携先：東和（株）、（株）アイデン 、

新日本溶業（株）、（株）鈴木鉄工

プロジェクト概要

・産業機械メーカーの協力企業５社が連携し、従来のメール
や電話などのアナログな運用で実施していた業務を、クラウド
上に構築する企業間情報連携プラットフォームで実施。
・ユーザー企業からの図面入手後、類似図面を検索し、注
文書発行を迅速に行うなど、サプライチェーン全体の業務を
効率化。

支援事例（企業間連携型）
【令和元年度採択事業】

 ドローンレーザー測量技術を用いた防災・災害
復旧IoTシステムの開発

幹事企業：（株）三友（山口県防府市）
連携企業：岡村工業（株）（山口県山口市）

プロジェクト概要

・近年、自治体等では、迅速な被害情報の収集と住民等へ
の情報提供のニーズが高まっている。
・岡村工業が持つドローン操作技術、レーザー測量技術と、
三友が持つIoT、通信技術の活用により、災害現場の画像
情報の収集・管理を行う防災情報システムを開発。
・ドローンによるLIVE中継、災害現場の３次元測量データの
共有が可能。
・補助事業の成果を特許出願。
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持続化補助金の活用事例

23
（出典）ミラサポPLUS Webサイト（経済産業省）



持続化補助金を活用した新型コロナウイルス感染症対策の取り組み

（出典）小規模事業者持続化補助金(一般型)申請書を基に作成

割烹の強みを活かしテイクアウト事業開始
割烹さかぐち（熊本県下益城郡美里町）

《コロナへの対策》
・新型コロナウイルス感染症の影響
により販売機会の損失や仕入れロ
スが発生しており、新しい事業であ
る配送サービスや移動販売を強
化して店頭販売による売り上げ増
加でカバーを目指す

《コロナへの対策》
・ステイホームをチャンスととらえ、家
庭で割烹の味を楽しめる、健康志向、
地元志向にも対応した商品開発
・ブランド力、自家栽培の米などの優
位性を活用した本格総菜のテイクア
ウト事業を開始

創業75年の割烹料理店割烹料理店

《今後の展開》
・「割烹の味を家庭で」をコンセプトに高
品質な商品を中食市場に投入、新規
顧客層開拓・販路開拓を図る。今後
は、真空パック、冷蔵食品などの開発
により、贈答用商品など多様なニーズ
に対応していく。

車への冷蔵設備導入で配送サービスの
本格事業化と新規顧客開拓
株式会社八百正（愛知県知多郡）
3代にわたり地元に密着した青果業者

《今後の展開》
・買い物難民となっている高齢者へ
の対応を通じた地域経済への貢献
・温度管理を行った配送を行うこと
でのブランド力の向上

（出典）小規模事業者持続化補助金(一般型)申請書を基に作成

セルフチェックインで非対面を確立
岩見沢ホテル４条(北海道岩見沢市)

《コロナへの対策》
・「自動セルフチェックインシステム
機」を導入し、顧客と従業員の接
触機会を減らし、安心して訪れる
ことができるホテルを目指す

同市への長期出張者をターゲットにしたビジネ
スホテル

《今後の展開》
・新型コロナ終息後も、同システム
機を活用することにより、従業員の
業務効率化、負担軽減などの働き
方改革を目指す

（出典）小規模事業者持続化補助金(コロナ特別対応型)申請書を基に作成

《コロナへの対策》
・非対面による物件案内、申込
み、契約までの一連の流れを可
能とする「非対面仲介システム」
を構築
・新規にホームページを作成し、
地方からの出店者にもアピール

女性視点の住居・店舗探しに特化。銀座周
辺地域の物件に強い紹介客中心の不動産屋

「非対面仲介サービス」を契約まで
不動産屋TEP(東京都港区)

（出典）小規模事業者持続化補助金(コロナ特別対応型)申請書を基に作成

《今後の展開》
・QRコードをつけたチラシ配布や看
板設置により、顧客をホームページ
に誘導。非対面サービスのアピール
を行う
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共同・協業販路開拓支援補助金の概要・活用事例

25（出典）共同・協業販路開拓支援補助金申請書を基に作成

福島県商工会連合会
日本橋ふくしま館(愛称:MIDETTE(ミデッテ))

【事業テーマ】
販路開拓・新商品開発のための共同販売拠点運営

【事業内容】
日本橋福島館（愛称：ＭＩＤＥＴＴＥ（ミデッテ））を立
上げ、安心・安全な県産品をＰＲ・販売し、小規模事業者の
販路拡大・新商品の開発を目指す取組。

【事業効果】
・ 607事業者の商品5,402アイテムの販売を実施。
・ 首都圏店舗を活かした商品開発も支援。

バイヤーとの商談の様子

【事業概要】
 商品やサービスのデザイン改良・ブランディング又は生
産・供給体制の向上支援と一体となった取組

 展示販売会・商談会を通じた顧客獲得、販売拠点
の整備を通じた販売ルートの確立等、継続的かつ持
続可能な販売体制の整備につながる取組

【対象経費】
 人件費、委員等謝金、旅費、会議費、借料、展示会
等出展費、消耗品・備品費、通信運搬費、広報費、
印刷製本費、雑役務費、委託 ・外注費等

【応募資格】
 地域振興等機関
※商工会・商工会連合会、商工会議所、中小企業
団体中央会、商店街等組織、その他地域の企業
の販路開拓につながる支援を事業として行う法人

【補助率・補助上限額】
 補助率 ：原則2/3以内
 補助上限額：5,000万円



①採択事業者の取組とその結果（平成26年度補正予算事業 採択事業者アンケート）

●補助事業での主な取組は「店舗の改装・改修等」、「HPの作成・改良」、「設備等の導入」、「チラシ・カ
タログ等の作成・配布」等。
●採択事業者のうち、9割以上 が「新規取引先・顧客を獲得した」または「獲得する見込みである」、
「売上が増加した」または「増加する見込みである」と回答。

19.6%18.1%16.3%
12.9%

7.7% 6.3% 4.8%
2.9% 2.7% 1.7% 1.3% 0.7% 0.7% 0.2%

4.1%

図1 補助事業での主な取組内容 図4 補助事業終了後の環境（業況）の変化
（複数回答）

図2 補助金活用による取引先・顧客の動向 図3 補助金活用による売上の動向

（n=19,350）
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38.5%
新規取引先・顧客を

獲得（客数が増加）した
59.0%

今後、売上が増加
する見込みである

45.1%
売上が増加した

50.8%

①自社内の意識が前向きとなった
②取引先や顧客からの評価が高まった。
③自社全体の売上総利益（粗利益）が増加した
④自社の生産性が向上した
⑤自社全体の売上総利益率（粗利益率）が上昇した
⑥資金繰りにゆとりが持てた

⑦新たに従業員を雇用した（または、非正規雇用者（パー
ト・アルバイト等）を正社員に登用した）
⑧従業員の賃上げや、賞与の新規支給・増額を行った
⑨業況に変化は生じていない、又は悪化した
⑩恒常的な借入額が減少した
⑪その他、業況が向上したと判断できる変化が起きた
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2.7%
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⑦
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今後も、売上が増加する
見込みがない
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今後も、新規取引先・顧客
を獲得（客数の増加）する

見込みがない

2.5%
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②経営計画・事業計画の策定について（平成26年度補正予算事業 採択事業者アンケート）

●採択事業者のうち７割が、経営計画や事業計画を補助金申請にあたって初めて作成したと回答。
●採択事業者のうち９割が、商工会・商工会議所の支援がなければ、計画の作成は難しいと回答。

図5 経営計画や事業計画の
作成経験の有無

図７ 経営計画や事業計画の作成を経た意識の変化

図6 経営計画や事業計画の
作成における支援の必要性

申請より前にも
作成したことがある

30.9% 申請にあたって
初めて作成した

69.1%

商工会・商工会議所の支
援がなくても作成できる

14.7%

商工会・商工会議所の
支援がなければ作成は難しい

85.3%

①自社の強み・弱みが明らかになった
②他の補助金や支援制度の活用についても関心を持った
③事業の見直しを行うきっかけとなった
④新たな事業を企画できた
⑤自社の事業について優先順位をつけることができた
⑥特になし
⑦その他

0.9%

1.8%

28.3%

42.2%

44.6%

46.0%

55.9%

⑦

⑥

⑤

④

③

②

①

（n=19,350）

（n=19,350）

（n=19,350）
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• IT導入補助金2021では、通常枠（A類型、B類型）に加えて、現下及びポストコロナの状況に対
応したビジネスモデルへの転換に向けた中小企業等の取組を支援するために、補助率を引き上げた
「低感染リスク型ビジネス枠（新特別枠Ｃ，Ｄ類型）」を創設（令和2年度3次補正予算）。

IT導入補助金2021における「新特別枠（C・D類型）」の創設

●C類型、D類型で対象となるツールは非対面化に資するITツールであり、業務プロセス（詳細は次ペー
ジ参照）のうち2種類以上を含んでいる必要がある。

 さらにそれぞれの類型ごとに以下の要件を満たす必要がある。
 C類型：低感染リスク型ビジネス類型の申請要件
・異なる業務プロセス間での情報連携を行うもの
 D類型：テレワーク対応類型の申請要件
・テレワーク環境の構築に資するクラウド対応ツールであること

通常枠（A、B類型） 新特別枠（C、D類型）
類型 A類型 B類型 C類型 D類型
補助額 30万円～150万円 150万円～450万円 30万円～450万円 30万円～150万円

補助率 １／２ １／２ ２／３
28



高い補助率の新特別枠（C・D類型）によるDXの推進
• Ｃ類型及びＤ類型においては、７種類のプロセスのうち２種類以上の機能を有するIT
ツールを申請することが要件。

• さらに、Ｃ類型については、異なる業務プロセス間での情報連携を行うことが要件となって
おり、中小企業のさらなるＤＸを推進する仕掛けとなっている。

Ｃ類型の例１：１つのITツールにより、２つのプロセスが連携

Ｃ類型の例２：２つのITツールにより、２つのプロセスが連携
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30

IT導入補助金の活用事例（宿泊業）
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31

IT導入補助金の活用事例（製造・小売業）
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